
■ 多面的機能支払交付金の概要

令和２年度 改正のポイント

（１）災害時の対象組織間での交付金融通が可能になります

（２）活動要件や項目、取組内容の見直し

3

災害対応に十分な資金がない場合、別の組織から交付金の融通を受けることが可能となり
ます。

※翌年度以降の交付金の交付
の際に、市町村が融通相当額
を上限に相殺し、交付するこ
とも可能です。

２，資源向上活動「多面的機能の増進を図る活動」の取組内容が拡充されます。

「57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活用」
「地域資源の有するやすらぎや教育の場としての機能増進を図る活動」も対象となり

ます。

「55 防災・減災力の強化」について

 「災害時における応急体制の整備」も対象となります。

（例）災害時の迅速な対応を目的として、防災担当の役員を任命

１．農地維持活動「研修」に「機械の安全使用に関する研修」の実施が要件化さ
れます。

※両方の研修を活動期間内に１回以上実施
する必要があります。

３．役員に女性が参画している場合の加算措置の要件を緩和されます。
（農村協働力の深化に向けた活動）

役員に女性が２名以上参画している場合、毎年度活動に参加する構成員の割合要件が、
８割以上から６割以上に緩和されます。

・構成員のうち、４割以上が非農家
＋

・構成員の８割以上が参加する実践
活動を、毎年度行う

・構成員のうち、 ４割以上が非農家、
かつ、役員に女性を２名以上選任

＋
・構成員の６割以上が参加する実践

活動を、毎年度２種以上それぞれ
別の日に行う

or

研修 ３ 事務・組織運営等に関する研修
３ 事務・組織運営等に関する研修、
  機械の安全使用に関する研修

研修

57 医療・福祉との連携
57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活
用



別添2「構成員一覧」のとおり

※多面的機能支払のみに取り組む場合は、活動組織規約の別紙「構成員一覧」に代
えることができます。

（４）組織構成員一覧

（５）全体面積及び多面的機能支払と中山間地域等直接支払との重複面積

認定農用地の区域内において、中山間地域等直接支払交付金の集落協定がなされて
いる面積を把握します。

重複する区域がある場合は、活動が重複しないように注意してください。

■ 組織の設立

資源向上活動（共同）に取り組む場合には、中山間
地域等直接支払交付金の「多面的機能を増進する
活動」で選択している活動以外の活動を実施する。

（別添２）

令和　　　年　　　月　　　日

分類
番号

分類
記号

年齢
分類
記号

A

A

注6：「国際水準GAPの実施」とは、食品安全、環境保全、労働安全、人権保護、農場経営管理の項目に係るGAPに関する指導・研修を通じ理解し、
　　　その理解に基づきGAPの取組を実施することをいう。

注２：多面的機能支払に取り組む場合は、「分類番号」を分類番号リストの１～１３から選択。

注３：「農業者」とは、協定に位置付けられている農用地において農業生産活動等（多面的機能支払においては、耕作又は養畜）を実施する
　　　農業者又は団体である。

注４：中山間地域等直接支払の場合には、「分類記号」を分類記号リストのA～Mから選択するとともに、「年齢分類記号」を年齢分類記号リストの
         ア～コから選択。

注5：「国際水準GAPの実施に係る取組意思確認」の欄は、各構成員に意思確認の上、□にチェックを入れる。

注１：「多面的機能支払」及び「環境保全型農業直接支払」の欄は、各支払に取り組む者に○印を記入。
　　　「中山間地域等直接支払」の欄は、署名又は押印。

ー ・・・ ○○○ 印
（サイン）

□ 国際水準ＧＡＰ
を実施します。

ウ □ 国際水準ＧＡＰ
を実施します。

カ □ 国際水準ＧＡＰ
を実施します。

副代表 多面 花子 ○○県△△市○町○○ ○ 1
印

（サイン）

代表 多面 太郎 ○○県△△市○町○-○-○ ○ 1
印

（サイン）

構成員一覧

役職名
氏名

（代表者名、
団体名）

住所

多面的機
能支払

中山間地域等
直接支払

環境保全型農業直接支払

国際水準GAPの実
施に係る取組意思確
認

多面的機能支払分類記号リスト
個人とし
て参加

1 農業者個人

2 農事組合法人
3 営農組合
4 その他の農業者団体

個人とし
て参加

5 農業者以外個人

6 自治会
7 ⼥性会
8 子供会
9 ⼟地改良区
10 JA
11 学校・PTA
12 NPO
13 その他の農業者以外団体

農
業
者

農
業
者
以
外

団体とし
て参加

団体とし
て参加

中山間地域等直接支払分類記号リスト
A 交付農用地を持つ農業者
B 交付農用地を持たない農業者
C 農地所有適格法人
D 特定農業法人

E
その他法人
（NPO法人、公益法人等）

F 機械・施設共同利用組織
G 農作業受委託組織
H 栽培協定
I その他の組織
J ⼟地改良区
K ⽔利組合
L 非農業者（人）
M その他

農業者
（人）

法人

農業生産
組織

その他

年齢分類記号リスト
ア 39歳以下
イ 40〜44歳
ウ 45〜49歳
エ 50〜54歳
オ 55〜59歳
カ 60〜64歳
キ 65〜69歳
ク 70〜74歳
ケ 75〜79歳
コ 80歳以上

構成員が団体の場合は、代表者名もしくは団体
名を記入してください。

活動組織の事務所を設置してい
る場合は事務所の所在地を、事
務所がない場合は代表者の住
所を記入します。

「役職名」欄には活動組織に
おける役職名を記入します。

「分類番号」欄には左下の多面
的機能支払分類番号リストから
該当する番号を選び記入します。

18

年齢分類記号リスト追加

様式変更



広域活動組織の設立又は活動組織の特定非営利活動法人化（NPO法人化）のため
の支援を受けようとする場合は、その実施予定年度を記入します。

（２）組織の広域化・体制強化の計画

■ 組織の設立

組織の広域化・体制強化に対する支援を受ける場合は、「４．加算
措置」の様式を記入して下さい。

農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金の算定の対象とする区域（対象農用
地）内に、都道府県知事が策定する「要綱基本方針」に位置づけられた交付金の算定
の対象とする農振農用地区域外農用地が含まれる場合には、対象農用地面積を記載し
ます。（令和元年度より資源向上支払交付金も対象）

※交付金算定の対象としている農振農用地区域外の対象農用地面積

秋田県版「要綱基本方針」に位置づけられた交付金の算定の対象とする農振農
用地区域外農用地

・農地の有する緑地機能、環境機能に着目して適正な保全が図られる生産緑地法
に基づく生産緑地

・地方公共団体との契約、条例等により、多面的機能の維持を図る観点から適正
な保全が図られている農用地

・水田の洪水貯留機能の向上による洪水被害防止等、多面的機能の発揮を図るた
めの取組を農振農用地と一体的に取り組む必要があると認められる農用地

この欄は、市町村担当者と相談及び確認の上、組織の情報を記入して下さい。

21

２．組織の広域化・体制強化の計画 （計画がない場合、この項⽬への記⼊は不要です）

令和 2 年度 令和 7 年度

※「特定非営利活動法人」とは、営農法

人とは別に多面的活動に関与する法人の

ことです。実施予定年度

広域活動組織の設⽴ 特定非営利活動法人化

以下は市町村担当者と相談の上、記⼊してください。
集落数

  都市的地域 ○     山間農業地域

地域振興⽴法の適用   ○     半島

  離島   沖縄     ⼩笠原諸島

指定棚田地域の該当状況  

交付⾦算定の対象としている農振農用地区域外の対象農用地面積

10a 資源向上支払
（⻑寿命化）

中間農業地域平地農業地域

特定農山村

農地維持支払 資源向上支払
（共同）

農業地域類型

10a

振興山村

奄美群島

過疎

10a

 集落

令和２年度から　地域振興立法
令和元年度まで　地域振興立法８法追加



３．活動の計画
   （１）農地維持支払 ★実施する月に○を記⼊してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

○

○

○ ○

○  

○ ○

○

○ ○

○ ○

共
通

○

10  農道の草刈り

点検結果に応じて実施時期を決定

７  ⽔路の草刈り実
践
活
動

12  路面の維持

農
道

点検結果に応じて実施時期を決定

研修

８  ⽔路の泥上げ

９  ⽔路附帯施設の保守管理 点検結果に応じて実施時期を決定

令和○年度（及び令和○年度）に受講予定（活動期間内（５年間）に
各１回以上受講）

２  年度活動計画の策定

⽔
路

活動項⽬

11  農道側溝の泥上げ 点検結果に応じて実施時期を決定

た
め
池

洪⽔、台風、地震等の発生後

13  ため池の草刈り

14  ため池の泥上げ

15  ため池附帯施設の保守管理

点検結果に応じて実施時期を決定

16  異常気象時の対応

３  事務・組織運営等に関する研修、
     機械の安全使用に関する研修

地域資源の適切な保全管理のための推進活動

取組

１  点検

４  遊休農地発生防⽌のための保全管理

５  畦畔・法面・防風林の草刈り

点検結果に応じて実施時期を決定

点検・
計画策定

６  ⿃獣害防護柵等の保守管理

毎年度の実施時期

農
用
地

101  融雪排⽔促進のための溝きり

104 大雪被害による樹園地等の除排雪作業

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

102  融雪剤の散布

103  野ソ駆除

■ 組織の設立

農地維持支払のうち地域資源の基礎的保全活動は、「点検・計画策定」と「研修」、
「実践活動」で構成されます。

これらの活動については、活動に該当する全ての項目を実施します。ただし、対象
となる施設が存在しない活動項目は除きます。

（１）農地維持支払

（３）活動の計画

※ 実施する月に○を記入してください。

毎年度全ての活動項目を実施します。
（研修、異常気象時の対応を除きます）

（P.23を参照）５年間で実施する予
定の「地域資源の適切な保全管理
のための推進活動」の項目を複数
選択する場合などは、実施時期に
「○」を記入してください。
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農地維持支払交付金の交付を受けず
に資源向上活動に取り組む場合は、
「点検」、「年度活動計画の策定」、「実
践活動」、「研修」のうち活動の対象と
なる施設の項目について記入してくだ
さい。

R２新規追加

全ての対象組織で、活動期間内に１回
以上実施する必要があります。

赤字追記



■ 組織の設立

加算措置

27

（１）農地維持支払の小規模集落支援（平成30年度拡充）

既存活動組織が小規模集落を取り込み、集落間で連携して保全管理を行う場合、農地維

持支払交付金に、新たに取り込んだ農用地面積に応じた加算を行います。

なお、１小規模集落当たりの加算上限額は20万円、活動組織当たりの合計加算上限額は

40万円となります。

加算措置を受ける場合は、活動計画書に「４．加算措置」の様式を添付して下さい。

（２）資源向上支払（共同）の多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援（令和元年度

拡充）

組織が多面的機能の増進を図る活動の取組を増加させる場合、資源向上支払交付金にお

いて単価の加算を行います。新たに本活動に取り組む場合は、２つ以上の取組が必要です

。

地目
農地維持支払

小規模集落支援

資源向上支払（共同）
多面的機能の更なる増進に向けた

活動への支援

資源向上支払（共同）
農村協働力の深化に向けた活動へ

の支援

都府県 北海道 都府県 北海道 都府県 北海道
田 1,000 700 400 320 400 320

畑 600 300 240 80 240 80

草地 80 40 40 20 40 20

【加算単価】 単位：円/10a

※様式に従い交付額を記入してください。加算措置の詳細については、「多面的機能支払

交付金のあらまし」 P．８，９加算措置を参照してください。

等

直近の活動計画
取組数１

直近の活動計画
取組数０

新たな活動計画
取組数２以上

新たな活動計画
取組数２以上

【加算対象となる例】

等

【加算対象とならない例】

直近の活動計画
取組数０

新たな活動計画
取組数１

直近の活動計画
取組数２

新たな活動計画
取組数２以下

（３）資源向上支払（共同）の農村協働力の深化に向けた活動への支援（令和元年度拡充）

組織が下記の要件を満たした場合、資源向上支払交付金において単価の加算を行います。

【役員に女性が２名以上選任されていない場合】 ①、②、③

【役員に女性が２名以上選任されてる場合】 ①、②、④

①多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援を受けること

②農業者以外の参画割合が４割以上であること

③構成員の総人数の８割以上が参加する実践活動を実施すること

④構成員の総人数の６割以上が参加する実践活動を毎年度２種以上それぞれ別の日に

実施すること

構成員の総人数がわかる一覧
表等の提出が必要です。

（２）資源向上支払（共同）の多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援
適用条件の確認
多面的機能の増進を図る活動の活動項⽬数 活動を継続中の組織のみ記⼊↓ 

農村環境保全活動の幅広い展開

都道府県、市町村が特に認める活動

○○

やすらぎ・福祉及び教育機能の活用  

地域住⺠による直営施⼯

防災・減災⼒の強化  

項⽬ 本事業計画の取組 前年度⼜は変更前の取組

遊休農地の有効活用 ○  

農地周りの環境改善活動の強化

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

取組を継続中の組織のみ記入
します。

新たな活動計画において、実施
する増進活動の取組に○を記
入してください。

名称変更

赤字追加



■ 活動の実施・記録

43

構
成
員
が
立

替
払
い
を
行
っ

た
も
の
は
、
清

算
し
た
日
付
を

記
入
し
ま
す
。

領
収
書
と
同
じ

日
付
（
実
際
に

支
払
を
行
っ
た

日
付
）
を
記
入

し
ま
す
。

「
分
類
」
欄
は
、
次
ペ
ー
ジ
に
示
す
分
類
の
「
番
号
」
を
記
入
し
ま
す
。
※

エ
ク
セ
ル
様

式
で
は
番

号
を
プ
ル
ダ
ウ
ン
で
選
ぶ
と
費
目
も
一
緒
に
記
入
さ
れ
ま
す
（
本
例
は
そ
の
場
合
を
表

示
）
。

購
入
し
た
資
材
や
日
当
等

の
内
訳
を
具
体
的
に
記
入

し
ま
す

。

実
際
の
活
動
実
施
日
を

記
入
し
ま
す
。

（
活
動
記
録
の
「
日
付
」
と

一
致
し
ま
す
。
）

※
領
収
書
は
必
ず
保
管
し
て
下
さ
い
。

※
領
収
書
は
レ
シ
ー
ト
で
も
構
い
ま
せ
ん
。

（
日
付
、
店
名
が
記
入
さ
れ
て
い
な
い
場

合
は
記
入
し
て
下
さ
い
。
ま
た
、
感
熱
紙

の
レ
シ
ー
ト
は
、
経
年
に
よ
り
文
字
が
消

え
て
し
ま
う
の
で
、
コ
ピ
ー
も
保
管
し
て

下
さ
い
。
）

※
領
収
書
は
品
名
、
規
格
、
購
入
数
量
等

も
記
入
し
て
も
ら
う
よ
う
に
し
て
下
さ
い
。

領
収
書
に
記
載

し
た
整
理
番
号

を
記
入
し
ま
す
。

「
区
分
」
欄
に
は
、
農
地
維
持
・
資
源
向
上
（
共
同
）
の
収
支
は
「
１
」
を
、
資
源
向

上
（
長
寿
命

化
）

の
収
支
は
「
２
」
を
記
入
し
ま
す
。
区
別
が
で
き
な
い
支
出
は
「
１
」
を
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

物
品
購
入
時
の
領
収
書
と
立
て
替
え
た
構
成
員
へ

の
支
払
に
対
す
る
領
収
書
の
２
枚
が
必
要
で
す
。

農
地
維
持
・
資
源
向
上
（
共
同
）
か
ら
資
源
向
上
（
長
寿
命
化
）
に
交
付
金
を
活
用
し
て
行
っ
た
活
動

の
費
用
は
、
「
区
分
」
欄
を
「
１
」
と
し
、
「
長
寿
命
化
へ
の
活
用
」
欄
に
〇
を
記
入
し
ま
す
。

※
資

源
向

上
（
長

寿
命
化
）
交

付
金
と
農
地

維
持
＋

資
源
向

上
（
共
同
）
交
付

金
の
流

用
に
よ
る
重
複

実
施

は
禁

止
と
な
っ
て
ま
す
。

交
付
金
交
付
前
に
活
動
資
金
を
構
成
員
が
一
時

的
に
立
て
替
え
て
会
計
口

座
に
繰

り
入
れ
た
場
合
は

、
収
入
欄
に
そ
の
立
替
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
返
済
の
際
は
返
済
額
を
マ
イ
ナ
ス
の
収
入
と
し
て
収
入
欄
に
計

上
し
、
一
時
的
な
立
替
額

が
収
入

／
支
出
の
合
計
に
計
上
さ
れ
な
い
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

２
　

資
源

向
上

（
長

寿
命
化

）
は

こ
ち

ら
へ

記
入

１
　

農
地

維
持

・
資

源
向
上
（

向
上

）
は

こ
ち

ら
へ

記
入

様
式

の
変

更
に
よ

り
区

分
｢
１

｣
と

｢
２

｣
を

分
け
て

記
入

し
ま

す



１． 総会⼜は運営委員会の実施時期

下記のとおり、総会又は運営委員会を開催し構成員の了解を得ています。

２．組織の広域化・体制強化の状況

下記にあてはまる場合は○を記入してください。

「計画」欄：活動計画書において計画した活動に「○」、計画外の活動項目に「－」を記入する。

（１）農地維持支払

農地維持支払交付金の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

○ ○

実施日

4/15

実施日

9/3

○ ○

－ －

－ －

－ －

○ ○

－ －

○ ○

○ ○

○ ×

○ ○

○ ○

－ －

○ ○

○ ○

－ －

○ ○

特定非営利活動法人

○○水路等

14  ため池の泥上げ

11  農道側溝の泥上げ □□農道等

102  融雪剤の散布

103  野ソ駆除

104 大雪被害による樹園地等の除排雪作業

地
域
資
源
の
基
礎
的
な
保
全
活
動

○○水路等

8／1大雨後の見回り等

10  農道の草刈り

12  路面の維持

点検の結果、必要がなかったため

△△農道等

実
践
活
動

7／22草刈を実施

農用地法面の草刈り

３  事務・組織運営等に関する研修、
   機械の安全使用に関する研修

○

令和○年○月○日

備考

４  遊休農地発生防⽌のための保全管理 ○

開催日

活動区分

「実施」欄：活動要件を満たした活動項目に「○」、要件を満たせなかった場合や実施しなかった
　　　　　　場合に「×」を記入する。対象外の活動項目には「－」を記入する。

３． 多⾯的機能⽀払交付⾦に係る事業の成果

「備考」欄：「実施」欄に「○」を記入した場合は具体的な取組内容や研修実施日等を記入する。
　　　　　　「実施」欄に「×」を記入した場合は要件を満たせなかった理由や実施しなかった理由を記入する。

○

広域活動組織

○ 活動組織研修

（組織運営、機械の安全）

農
用
地

５  畦畔・法面・防風林の草刈り

4／10施設などの点検実施１  点検

101  融雪排⽔促進のための溝きり

２  年度活動計画の策定

遊休農地解消面積

６  ⿃獣害防護柵等の保守管理

○

○

点検・
計画策定

研修

共通

13  ため池の草刈り

⽔
路

７  ⽔路の草刈り

８  ⽔路の泥上げ

９  ⽔路附帯施設の保守管理

農
道

16  異常気象時の対応

た
め
池

5 a

年度計画の策定

活動項⽬

15  ため池附帯施設の保守管理

■ 活動の報告

53

保全管理区域内に既遊休農地がなく、かつ、点検の結果、遊休農地発生防止のための保
全管理の活動を実施する必要がなかった場合は「実施」欄に「×」を記入し、備考欄に理由
を記入します。

点検の結果遊休農地化のおそれのある農
地が無かったため未実施

遊休農地解消面積  a

○４ 遊休農地発生防⽌のための保全管理 ×

点検結果などに応じて実施する項目はエクセル様式を使
う場合でも「計画」と「実施」の結果を手入力して下さい。

「開催日」欄
当該年度の活動や収支決算について総会や運営委員
会に諮った日を記載してください。

「備考」欄
・「実施」欄に「○」を記入した場合は、具体
的な取組内容や研修実施日等を記入する。
・「実施」欄に「×」を記入した場合は、要件
を満たせなかった理由や実施しなかった理
由を記入する。

「計画」欄
・活動計画に位置づけられた取組に「○」、それ以外
は「－」を記入します。
※ エクセル様式では一部を除き、活動計画書をもと

に自動作成されます。

「実施」欄
・地域活動指針に定められた要件以上の取組を実施した

活動項目に「○」、要件を満たせなかった場合や実施
できなかった項目は「×」を記入します。

※ エクセル様式では一部を除き、活動記録をもとに自
動作成されます（対象外の項目は「－」を記入します。）

研修は、活動を開始後の早い段階で実施します。

・赤字追記
・備考には、事務・組織運営に関する研修と
　機械の安全使用に関する研修を記載する。



計画 実施

○ ○

－ －

－ －

－ －

○ ○

－ －

－ 計変

－ －

○ ○

計画 実施

実施日

10/10

60  広報活動

52  遊休農地の有効活用

53  農地周りの環境改善活動の強化

○ 「△△クリーン作戦」に110
名が参加した。

58 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

56  農村環境保全活動の幅広い展開

55  防災・減災⼒の強化

54  地域住⺠による直営施⼯

活動項⽬

備考（参加人数及び内容等を記⼊）加算措置

５月に景観形成活動として植栽を実施

5月に婦人会及び児童会と連携し、ひ
まわりの植栽を実施

広報誌作成、HP更新

備考

57  やすらぎ・福祉および教育機能の活用

59  都道府県、市町村が特に認める活動

多
面
的
機
能
の
増
進
を
図
る
活
動

活動区分

※以下は加算措置に取り組む場合のみ記入してください。

農村協働⼒の深化に向けた活動への支援 ○

■ 活動の報告

55

当該年度を通じた認定農用地内における農地中間管
理機構の借り受け農地の有無により判断して下さい。
過年度からの継続保有地も含め、借受、保有、受渡を
した全てが対象となります。

本交付金の活動組織で該当するケースはほとんど
無いと考えられますが、課税事業者に該当する場
合には、市町村が定める様式で「仕入れに係る消
費税等相当額報告書」の提出が必要となります。

実践活動の参加者と構成員総人数がわかる資料
（構成員一覧表など）を添付してください。

当該年度に工事を行わず、調査や
設計のみを行った場合は「○」を記
入してください。

・ 計画内容などは活動計画書から転記して下さい。
・ エクセル様式では活動計画書をもとに自動作成さ

れます。
・活動計画書で行を追加した場合は、同じ行数となる

よう行を追加してください。

活動計画書に位置付けた数量のうち､本年度の完成
数量を記入します（延長は小数点以下２位まで記入
します）。

構成員の総人数の８割以上が参加する「実践活動」P.66の取組番号表の活動
項目で「実践活動」と位置づけられている取組を実施したことがわかるよう該当
する活動の実施日と参加人数、内容を記入します。

取組番号52～59の増進活動の取組に関する広報活
動の実施状況を記入してください。

（３）資源向上支払（⻑寿命化）

0.85 km 0.00 km 0.85 km 0.85 km

0.15 km 0.00 km 0.00 km 0.00 km

2.50 km 0.00 km 0.60 km 0.60 km

下記にあてはまる場合は○を記⼊してください。

農地中間管理機構の借り受け

消費税に係る課税事業者の該当の有無

※延⻑の数量は⼩数点以下第２位まで記⼊してください。

実績

⽔路○○-○の⽼朽化部分の
補修を⾏う。

内容
調査・
設計等
のみ前年度まで 本年度 合計

 
農道○○-○の路肩及び法面
の補修

○

計画

施設区分

農道

活動項⽬
延べ数量

○

完成数量（km,箇所）

63 農道の補修

○○用⽔路の⼟⽔路からコン
クリート⽔路への更新

62 ⽔路の更新等

（km,箇所）

⽔路 61 ⽔路の補修

⽔路

名称変更



◯活動項目 12 農地維持

日当

購入

ﾘｰｽ費
砕石

外注費

その他

◯活動項目 31 共同

日当

購入

ﾘｰｽ費
目地剤

外注費

その他

◯活動項目 503 維持・共同

日当

購入

ﾘｰｽ費

外注費

その他

※　　　：着色箇所は直接入力　　　　　：着色箇所は自動表示（直接入力も可能）

・持越内訳

支払区分 内訳 金額（円）

2日×10人×2時間×1,000円 40,000

計 40,000

―

―

―

・持越内訳

支払区分 内訳 金額（円）

2日×4時間×10人×1,000円 80,000

◯持越理由 ・点検、機能診断を４月上旬に実施

シーリング材等 20,000

―

―

計 100,000

点検・機能診断 農用地・水路・農道・ため池

◯持越理由 ・通水に支障となる区間の水路目地補修を４月中旬に実施

―

―

計 450,000

水路 水路の軽微な補修等

20M3×2,500円 50,000

◯予算額 590,000円

農道 路面の維持

・持越内訳

支払区分 内訳 金額（円）

5日×4時間×20人×1,000円 400,000

「農地維持＋共同」令和２年度　持越額内訳資料

不足分は立替予定

◯持越額 575,250円

◯持越理由
・本年度、農道の路面維持（砂利補修）予定であったが、秋の天候不順によ
り活動出来なかったことから、次年度４月中旬に実施

◯活動項目 63 長寿命化

◯活動項目 62 長寿命化

日当

購入

ﾘｰｽ費

外注費 見積

その他

◯活動項目 61 長寿命化

日当

購入

ﾘｰｽ費

外注費 見積

その他

※　　　：着色箇所は直接入力　　　　　：着色箇所は自動表示（直接入力も可能）

ゲート５箇所 250,000

計 250,000

◯持越理由 ・用水路付帯施設（ゲート）の補修を４月下旬に実施

・持越内訳

支払区分 内訳 金額（円）

鉄筋コンクリートフリューム50m 500,000

計 500,000

水路 水路の補修

◯持越理由 ・土水路から鉄筋コンクリート用水路へ更新を４月下旬に実施

・持越内訳

支払区分 内訳 金額（円）

―

―

計 150,000

水路 水路の更新等

◯持越理由
・R3年度の農道◯◯の補修の積立て（R3年10月予定、直営施工）
　全体経費　450,000円（日当300,000円、重機賃料150,000円）

・持越内訳

支払区分 内訳 金額（円）

積立分 150,000

―

「資源向上(長寿命化)」令和２年度　持越額内訳資料

◯予算額 900,000円 　

◯持越額 900,000円

農道 農道の補修

（様式第１－８号）別紙

　次年度への持越⾦が当該年度交付⾦の３割を超え、かつ、１００万円以上である場合に作成。
　算定根拠について、市町村担当者から提出を求められた場合には添付すること。

使用時期 使用内容 算定根拠

４⽉ 保険料（２０⼈分） 20,000 円 保険会社⾒積

４⽉ 安全用品(ヘルメット)の購入（２０個） 30,000 円 メーカーカタログ

４⽉ ⽇当（農道の草刈り・水路の泥上げ）
累計２０⼈分 160,000 円 組織の規定

４⽉ 機械借り上げ（水路の泥上げ）
３⽇分 120,000 円 Ｒ２実績

６⽉ ⽇当（農道の軽微な補修等）
累計１０⼈分 80,000 円 組織の規定

６⽉ 外注費（ため池の泥上げ）
２箇所 600,000 円 業者聞き取り

円

円

円

円

1,010,000 円

市町村担当者における妥当性の確認欄

上記の内容について、妥当であると認める。

計

確認結果 担当者押印またはサイン欄

持越⾦の使用予定表
農地維持・資源向上（共同）

使用予定⾦額

（様式第１－８号）別紙

　次年度への持越⾦が当該年度交付⾦の３割を超え、かつ、１００万円以上である場合に作成。
　算定根拠について、市町村担当者から提出を求められた場合には添付すること。

使用時期 使用内容 算定根拠

４⽉ 資材費（フリューム水路）
４０ｍ分 300,000 円 改良区聞き取り

４〜６⽉ ⽇当（水路の更新等）
累計４０⼈分 320,000 円 組織の規定

４〜６⽉ 機械借り上げ（水路の更新等）
５⽇分 250,000 円 Ｒ２実績

２年後 外注費（ため池の補修）
２箇所 1,000,000 円

業者⾒積の内数
※次年度以降の交付額と合わ
せて活動を実施する予定

円

円

円

円

円

円

円

1,870,000 円

市町村担当者における妥当性の確認欄

上記の内容について、妥当であると認める。

計

確認結果 担当者押印またはサイン欄

持越⾦の使用予定表
資源向上（⻑寿命化）

使用予定⾦額

■ 活動の報告

使用内容を具体的に記入してください。

56

使用内容を具体的に記入してください。

積立の場合空欄

予算額が持越額
より大きい場合
「不足分は立替
予定」と記載

【選択肢】シートの番号入力

（別添）実施状況報告書（P.51）の次年度への持越金がある場

合は、「持越金の使用予定表」又は「持越額内訳資料」等、持
越内訳がわかる資料を作成・添付してください。

なお、持越金が当該年度交付金の３割を超え、かつ、１００万
円以上である場合は実施要領に基づき定められた様式「別紙
持越金の使用予定表」により整理し添付してください。

持越金の使用予定表

持越額内訳資料（参考様式）



■ 地域資源保全管理構想

【活動のねらい】
農村地域では、過疎化や高齢化、担い手への農地集積の加速化など構造変化が進展おり、

今後、農用地、水路、農道等の地域資源の保全管理を担う地域の人材の不足や担い手への負
担の増加により、その保全管理が困難となることが懸念されます。

このため、担い手を含めた地域内の役割分担・協力体制を明確にし、地域資源を地域で支
える体制を構築するほか、地域外の人材の確保や連携の取組を進めること等により、将来に
わたって持続的に地域資源を保全管理していく必要があります。

【活動内容】
「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」は、以下の１～３の手順で実施します。

１ 構造変化に対応した保全管理目標とその内容、目標を実現するために実施すべき推進
活動の内容等を活動計画書に位置づける

２ 計画に位置付けた内容に基づき、地域における話し合いや意向調査等の推進活動を実施
３ 推進活動の結果を踏まえて、５年間の活動終了時までに、目指すべき保全管理の姿やそ

れに向けて取り組むべき活動・方策等を「地域資源保全管理構想」として取りまとめる

地域資源保全管理構想Ⅵ

農村の構造変化に対応した保全管理目標を設定し、これに基づいた取組
を行います。

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

●活動計画の作成

（保全管理目標及びその内容、

目標実現に向けた推進活動の内容）

推進活動（地域における検討会、意向調査等）の実施

●素案 ●決定（総会の議決）

地域資源保全管理構想策定

（策定後５年程度を見通した課題、目

指すべき姿、取り組むべき活動・方策）

地域資源の保全管理のための推進活動の取組スケジュール

各段階の詳細な実施手順は、以下に示すとおりです。

地域農業の将来像について地域の皆さんで話し合っていただき、農用地や水路等の地域
資源の①保全管理目標を定めます。これを踏まえ、地域ぐるみで取り組んでいくべき②保
全管理の内容とその③取組方向を定めた上で、これを実現する具体的な行動として④取組
内容を定めます。

これらの項目については以下に示すとおり、想定される主な内容を活動計画書に例示し
ていますので、該当する項目から選択することにより活動計画書に記載します。該当項目
が無い場合は、「その他」の項目に具体的な内容を記載します。

１．保全管理目標や推進活動の内容を計画に位置づける
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■ 地域資源保全管理構想

① 構造変化に対応した保全管理の目標の設定

類型 保全管理目標 該当地域等

□ 中心経営体型

地域内の中心経営体の育成・確保、
農地集積を図り、中心経営体との役
割分担や労力補完により保全管理
を図る。

「人・農地プラン」の「今後の地域の
中心となる経営体」に相当する経営
体である「中心経営体」との役割分
担や労力補完を図る地域等が該当

□ 集落ぐるみ型

集落営農組織の構築・充実等を図り、
集落を基礎とした農業生産体制の
整備と合わせた地域ぐるみの保全
管理を図る。

多数の小規模農家、兼業農家等が
参画する形での集落単位の営農と
一体的あるいは連携した取組を図る
地域等が該当

□
地域外経営体
連携型

地域外の農業生産法人や認定農業
者等への農地集積を図り、地域外の
経営体との協力・役割分担により保
全管理を図る。

地域外の大規模経営体等の入り作
者と地域内の農業者等との連携を
図る地域等が該当

□
集落間・広域
連携型

広域的な農地利用の調整、近隣集
落との連携、旧村や水系単位等で
の連携を図り、集落間の相互の労力
補完や広域的な活動により保全管
理を図る。

活力ある周辺集落との連携、複数集
落で個々の集落を広域的に支え合
う体制の構築を図る地域等が該当

□
多様な参画・
連携型

地域住民の参画、地域外の団体や
都市住民等との連携を図り、地域外
を含め多様な地域資源管理の担い
手の確保により保全管理を図る。

資源向上支払で多様な主体の参画
による保全管理を進める地域や、
NPO法人、企業等との連携により農
業生産の継続を図る地域等が該当

□ －
その他（地域の実情に応じた目標を
対象組織が具体的に設定）

② 保全管理の内容
今後、地域資源の適切な保全管理を図っていくため、地域で取り組んでいくべき保全管

理の内容を選択します。

□ 農地の利用集積の進展に伴う農用地に係る管理作業
□ 高齢化の進行に伴う高齢農家の農用地に係る管理作業
□ 不在村地主等の遊休農地に係る管理作業
□ 農業者、地域住民等が担う共同利用施設の保全管理

例：景観保全に資する地域ぐるみで行う農用地・施設の管理、農地集積や
水田フル活用に対応した農業用水の適正管理 等

□ その他

（１項目以上選択）
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■ 地域資源保全管理構想

③ 取組方向
保全管理の内容で選択した事項に取り組むために、今後進めていく方向性を選択します。

□ 担い手との連携の強化、担い手の人材・機材を有効活用した活動の実施
□ 入り作等の近隣の担い手との協力・役割分担に基づく活動の実施
□ 地域住民、土地持ち非農家等を含めた体制づくり、活動の実施
□ 地域住民、新規・定年就農者等、新たな保全管理の担い手の確保
□ 不在村地主との連絡・調整体制の構築、遊休農地等の有効活用
□ 隣接集落との連携による相互の労力補完、広域的な活動の実施

□ その他（地域の実情に応じて対象組織が具体的に設定）

□ 農業者（入り作農家、土地持ち非農家を含む）による検討会
□ 農業者に対する意向調査、農業者による現地調査
□ 不在村地主との連絡体制の整備、調整、それに必要な調査
□ 地域住民等（集落外の住民・組織等も含む）との意見交換・ワークショップ・交流会
□ 地域住民等に対する意向調査、地域住民等との集落内調査
□ 有識者等による研修会、有識者を交えた検討会

□ その他（ 例：地域外の団体、都市住民、企業との交流・連携を図る活動 等）

（１項目以上選択）

④ 取組内容
保全管理の内容で選択した事項に取り組むために、具体的に行う推進活動内容について

選択します。
（１項目以上選択）

「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」は、活動期間中に作成する必要のある
「地域資源保全管理構想」を策定する上で重要な活動となります。

このため、活動計画に基づく推進活動の実施に当たっては、次の３．に示す「地域資源
保全管理構想」の作成内容を念頭におき、地域における話し合い、検討会の開催、アン
ケート調査、現地調査等の推進活動を毎年度実施します。

活動を実施した際には、実施日時や内容を活動記録（実施要領様式第１－６号）に記載
するとともに、会議資料や議事録、調査結果等の資料を保存しておいてください。市町村
が活動の実施状況の確認を行う際の根拠資料として用いるほか、翌年度以降の推進活動の
実施や地域資源保全管理構想策定時の基礎資料として重要な資料となるものです。

話し合いの内容や調査結果については、総会等で構成員に周知しましょう。

２．推進活動の実施
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■ 地域資源保全管理構想

３．地域資源保全管理構想の策定

（１）地域資源保全管理構想とは
「地域資源保全管理構想」は、それぞれの地域で守ってきた農用地や水路、農道等の地域資

源を、将来にわたってどのように引き継いでいけば良いのか、地域で話し合っていただき、構想
としてまとめていただくものです。
具体的な記載内容としては以下のとおりであり、人・農地プランや市町村が定めるビジョン等で

整理された農業振興や担い手の育成・確保の方向を踏まえ、話し合いを深めて作成します。
構想は、「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」の成果を踏まえ、５年間の活動期

間の最終年度までに、今後の目指すべき保全管理の姿やこの姿の実現に向けた活動・方策に

ついて取りまとめてください。
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■ 地域資源保全管理構想

（２）組織での話し合いの進め方
構想の策定に向けては、５年間の活動期間中に実施する推進活動等により、地域農業の将

来のあり方について継続的に話し合いを積み重ねていく必要があります。

①話し合いの場の設定
・まずは、入り作農家を含めた農業者と土地持ち非農家を中心とした検討会を行います。

・その際、役員だけではなく、地域住民や女性、若手等の参加を求めることが重要です。
・また、できるだけ多くの方が出席できる日付や時間帯を考慮して設定します。
・進行役と発言要旨を記録する担当者をあらかじめ決めておきます。

②資料の準備

・議論の土台として、活動計画に位置付けている保全管理目標と推進活動の内容について
資料として配布し周知します。保全対象施設の位置図や一覧表も準備しておきます。
・また、これまでの推進活動において検討会や意向調査等を実施している場合、それらの
資料を準備します。
・人・農地プランや市町村が定めるビジョン等の抜粋があると、方向性の決定の際に参考
になります。

③課題の抽出
・用意した資料を参考に、地域資源の保全管理を取り巻く状況やこれまで行った意向調査

等の結果を踏まえ、地域における共同活動でどのような課題（施設の状態、作業体制、活
動内容、年齢構成等）があるのかを参加者から発言してもらい、構想作成から５年程度を
見通して想定される課題について議論し取りまとめます。

④課題解決に向け取り組むべき活動・方策の検討
・課題の解決に向けて取り組むべき活動・方策について検討します。

・検討の方向性を決める際の参考とするため、必要に応じて、推進活動として実施するア
ンケート調査とは別に、農業者や地域住民を対象とした意向調査等を実施します。
・取り組むべき活動・方策が決まったら、「地域資源保全管理構想」の案を取りまとめ、
組織の総会等において構成員の合意を得ます。

（３）地域資源保全管理構想の策定
（２）で検討した内容を所定の様式に取りまとめます。
次のページに記載例を示します。（青字部分が記載例）
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■ 地域資源保全管理構想

○○地区地域資源保全管理構想
（○年○月作成）

１．地域で保全管理していく農用地及び施設
（１）農用地

田 ○ａ
畑 ○ａ
草地 ○ａ
（農用地の範囲・位置は別紙のとおり）

（２）水路、農道、ため池
水路 ○km（開水路 ○km、パイプライン ○km）
農道 ○km
ため池 ○箇所
（施設の範囲・位置は別紙のとおり）

（３）その他施設等
鳥獣害防止施設 ○箇所
防風林 ○箇所
防風ネット ○箇所
（施設の範囲・位置は別紙のとおり）

２．地域の共同活動で行う保全管理活動

（１）農用地について行う活動
・遊休農地等の発生状況の把握 毎年１回（５月）
・遊休農地発生防止のための保全活動 毎年１回（６月）
・畦畔・農用地法面の草刈 毎年１回（５月）
・異常気象時の見回り 洪水、台風、地震等の発生後
・応急措置 点検結果に応じて実施時期を決定
（活動の範囲は別紙のとおり）

（２）水路、農道、ため池について行う活動
１）水路
・水路の草刈 毎年３回（６月、８月、９月）
・水路の泥上げ 毎年１回（４月）
・施設の適正管理（かんがい期前の注油） 毎年１回（４月）
・異常気象時の見回り 洪水、台風、地震等の発生後
・応急措置点検結果に応じて実施時期を決定
（活動の範囲は別紙のとおり）

２）農道
・路肩、法面の草刈 毎年３回（６月、８月、９月）
・側溝の泥上げ 毎年１回（４月）
・施設の適正管理（農道の路面維持） 点検結果に応じて実施時期を決定
・異常気象時の見回り 洪水、台風、地震等の発生後
・応急措置 点検結果に応じて実施時期を決定
（活動の範囲は別紙のとおり）

（３）その他施設について行う活動
・鳥獣害防護柵の適正管理 毎年３回（６月、８月、９月）
・防風林の枝払い 毎年１回（４月）
・防風ネットの適正管理 毎年１回（４月）
（活動の範囲は別紙のとおり）

・対象とする農用地、施設の範囲、数量、位置を
記載する。

・「その他施設等」には、鳥獣害防止施設、防風
林等その他の地域で保全管理していく施設につ
いて記載する。

対象とする活動の範囲、内容を記載する。
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■ 地域資源保全管理構想

３．地域の共同活動の実施体制
（１）組織の構成員、意思決定方法

・組織の構成員は別紙のとおりとする。
・組織の意思決定は総会により行う。

（２）構成員の役割分担

担い手農家、それ以外の農家、土地持ち非農家、
地域住民等の参画等を記載する。

４．地域農業の担い手の育成・確保
（１）担い手農家の育成・確保

【現状の例】
・令和○○年における認定農業者数は、家族経営○○経営体、法人経営○○経営体。
・認定農業者への農業継続意向調査によると、「経営の継続が困難」と考えている農業者が○

名おり、このままでは５年後には○○経営体となることが見込まれる。

【目標の例】
・○○の施策の活用や○○の取組により認定農業者、新規就農者の育成・確保に努めることと

し、○○年度において○○経営体（うち法人○○経営体）とすることを目標とする。
・法人化を進め、令和○○年までに新たに○○法人の設立を目指す。
・○○集落では、令和○○年までに、集落の全ての農家が参画した集落営農の組織化により

○○作業の共同化を目指す。
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■ 地域資源保全管理構想

２）農地の利用集積

【現状の例】
・担い手への農地集積率が○割と低位にとどまっている。
・担い手への農地集積率は○割であるが、農地が分散している状況。

【目標の例】
・農地中間管理機構と市、JAが連携して話し合いを進め、地域内の分散錯綜した農地について面

的集積を図りつつ担い手に集積することとし、令和○○年における担い手集積率○％を目指す。
・併せて○○事業を活用した農地の畦畔除去による大区画化を図ることにより、担い手農家への

農地集積と経営規模拡大に対応。

５．適切な保全管理に向けて取り組む活動・方策

【今後の課題、目指すべき姿の例】
・過疎化や高齢化に伴う農家戸数の減少により、共同活動を前提としていた施設の維持管理が困

難となっている。地域住民を巻き込んだ施設の維持管理体制を構築するため、地域住民とのコミュ
ニケ－ションを深める必要がある。
・集落内には小規模農家、兼業農家しかいないため、隣接する○○集落の大規模法人に集積して

地域の農業、農地を維持するとともに、地域内の農業者と地域外の担い手の適切な役割分担に基
づき地域資源を保全管理する必要がある。
・構成員の高齢化、非農業者の増加により、農地法面の草刈や水路の泥上げ等の地域資源の保

全管理活動への参加者が減少傾向となっており、少ない人数で効率的に保全活動が行えるよう維
持管理の省力化や低コスト化を図る必要がある。
・離農や後継者不足による耕作面積の縮小により、耕作放棄地の発生・拡大が懸念されており、

耕作放棄地の発生防止・解消に向けた取組を強化する必要がある。
・ほ場整備事業の完了から○○年が経過し、水路等の施設の老朽化が顕著となっており、施設の

長寿命化に継続的に取り組んでいく必要がある。
・集落機能の低下とともに、農村の自然環境に関する意識が薄れており、豊かな生態系が失われ

ることが危惧される。地域の自然環境を保全するため、○○等と連携した○○活動を行う必要があ
る。

・５年後の地域をまとめるリーダーや役員のなり手がおらず、後任の育成が急務となっている。

【取り組むべき活動・方策の例】
・３の（２）の役割分担に基づき地域資源の保全管理を図る。
・地域資源の保全管理体制の強化に向け活動組織の広域化を進める（NPO法人化を図る）ととも

に、これに併せて○○活動の担い手として○○団体の参画を得ることとする。
・農地を保全するための農地周辺部における活動として新たに○○の駆除に取り組むこととする。
・遊休農地を活用し○○を栽培することで、農地の保全を図るとともに、観光資源や地域特産品と

して活用する。
・年に○回、町の広報誌に保全活動の紹介記事を掲載し、地域を守る取組の魅力を情報発信する。
・地域の生態系の保全に資する○○活動について、○○を活用して積極的にPRすることにより、

地域住民の参画を促す。
・植栽活動や清掃活動を通じ、地域の景観を良好に保つとともに、「自分たちの地域は自分たちが

守る」という意識を地域住民に醸成し、これまで活動に参加していなかった方に水路や農道等の施
設の保全活 動への参加を促す。
・学校教育と連携し、子供たちに農業用施設の役割や保全管理の重要性について学び理解を深

めてもらう。
・保全管理の省力化に向け、○○事業を活用した簡易な基盤整備により○○を整備する。
・保全管理の省力化に向け、草刈作業については○○農業法人が所有するモアを用いて実施す

る。
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取組番号表

■ 取組番号表

活動組織は、取組番号表を参考に活動計画書や活動記録等を作成します。
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Ⅶ

取組番号

事務処理 200

会議など 300

支払区分 取組 取組番号 取組の内容（平成30年度までの取組名）

遊休農地等の発生状況の把握

施設の点検（水路、農道、ため池）

計画策定 年度活動計画の策定 2 年度活動計画の策定

事務・組織運営等に関する研修、機械の安全使用に関する研修 3 活動に関する事務（書類作成、申請手続き等）や組織の運営に関する研修

 遊休農地発生防止のための保全管理 4 遊休農地発生防止のための保全管理

畦畔・農用地法面等の草刈り

防風林の枝払い・下草の草刈り

鳥獣害防護柵の適正管理

防風ネットの適正管理

融雪排水促進のための溝きり 101 融雪排水促進のための溝きり

融雪剤の散布 102 融雪剤の散布

野ソ駆除 103 野ソ駆除

大雪被害による樹園地等の除排雪作業 104 大雪被害による樹園地等の除排雪作業

水路の草刈り

ポンプ場、調整施設等の草刈り

水路の泥上げ

ポンプ吸水槽等の泥上げ

かんがい期前の注油

ゲート類等の保守管理

遮光施設の適正管理

農道の草刈り 10 路肩・法面の草刈り

農道側溝の泥上げ 11 側溝の泥上げ

路面の維持 12 路面の維持

ため池の草刈り 13 ため池の草刈り

ため池の泥上げ 14 ため池の泥上げ

かんがい期前の施設の清掃・防塵

管理道路の管理

遮光施設の適正管理

ゲート類の保守管理

異常気象後の見回り（農用地、水路、農道、ため池）

異常気象後の応急措置（農用地、水路、農道、ため池）

支払区分 取組 取組番号 取組の内容（平成30年度までの取組名）

農業者の検討会の開催 17 農業者（入り作農家、土地持ち非農家を含む）による検討会の開催

農業者に対する意向調査、現地調査 18 農業者に対する意向調査、農業者による現地調査

不在村地主との連絡体制の整備等 19 不在村地主との連絡体制の整備、調整、それに必要な調査

集落外住民や地域住民との意見交換等 20 地域住民等（集落外の住民・組織等も含む）との意見交換・ワークショップ・交流会の開催

地域住民等に対する意向調査等 21 地域住民等に対する意向調査、地域住民等との集落内調査

有識者等による研修会、検討会の開催 22 有識者等による研修会、有識者を交えた検討会の開催

その他 23 -

活動項目

  点検・計画策定
点検 点検 1

研修

農道

ため池

 ため池附帯施設の保守管理 15

7

水路の泥上げ 8

 水路附帯施設の保守管理 9

農用地実践活動

 畦畔・法面・防風林の草刈り 5

共通
異常気象時の対応 16

活動項目

推進活動

 鳥獣害防護柵等の保守管理 6

水路
水路の草刈り

１（農地維持）

１（農地維持）

（地域資源の適切な保全管理のための推進活動）

（地域資源の基礎的な保全活動）

【農地維持活動】

赤字追記
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本手引に掲載されている各種様式の電子データは、農林水産省のホームページにて
入手できます。
http://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai/n_youshiki/youshiki.html

【お問い合わせ先】
○○市○○課○○係 （電話）○○-○○○○-○○○○
○○県○○課○○係 （電話）○○-○○○○-○○○○

平成3１年○月

～多面的機能支払交付金は
農林水産省の補助事業です～

■ 取組番号表

テーマ

生態系保全 生物多様性保全計画の策定 34 生物多様性保全計画の策定

水質保全計画の策定

農地の保全に係る計画の策定

景観形成・
生活環境保全

 景観形成計画、生活環境保全計画の策定 36 景観形成、生活環境保全計画の策定

水田貯留機能増進に係る地域計画の策定

地下水かん養に係る地域計画の策定

資源循環 資源循環計画の策定 38 資源循環に係る地域計画の策定

生物の生息状況の把握 39 生物の生息状況の把握

外来種の駆除 40 外来種の駆除

生物多様性保全に配慮した施設の適正管理

水田を活用した生息環境の提供

生物の生活史を考慮した適正管理

放流・植栽を通じた在来生物の育成

希少種の監視

水質モニタリングの実施・記録管理 42 水質モニタリングの実施・記録管理

排水路沿いの林地帯等の適正管理

沈砂池の適正管理

土壌流出防止のためのグリーンベルト等の適正管理

水質保全を考慮した施設の適正管理

水田からの排水（濁水）管理

循環かんがいの実施

非かんがい期における通水

管理作業の省力化による水資源の保全

景観形成のための施設への植栽等

農用地等を活用した景観形成活動

施設等の定期的な巡回点検・清掃 46 施設等の定期的な巡回点検・清掃

農業用水の地域用水としての利用・管理

伝統的施設や農法の保全・実施

農用地からの風塵の防止活動

水田の貯留機能向上活動 48 水田の貯留機能向上活動

水田の地下水かん養機能向上活動

水源かん養林の保全

資源循環 地域資源の活用・資源循環活動 50 地域資源の活用・資源循環のための活動

広報活動

啓発活動

地域住民等との交流活動

学校教育等との連携

行政機関等との連携

地域内の規制等の取り決め

支払区分 取組 取組番号 取組の内容（平成30年度までの取組名）

遊休農地の有効活用 52 遊休農地の有効活用

農地周りの環境改善活動の強化 53 農地周りの共同活動の強化

地域住民による直営施工 54 地域住民による直営施工

防災・減災力の強化 55 防災・減災力の強化

農村環境保全活動の幅広い展開 56 農村環境保全活動の幅広い展開

やすらぎ・福祉及び教育機能の活用 57 医療・福祉との連携

 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 58 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

都道府県、市町村が特に認める活動 59 都道府県、市町村が特に認める活動

広報活動 60 広報活動

取組 取組番号 取組の内容（平成30年度までの取組名）

計画策定

水質保全

水質保全計画、農地保全計画の策定 35

水田貯留機能
増進・
地下水かん養

 水田貯留機能増進計画、地下水かん養活動計画の策定

支払区分

２（資源向上）

２（資源向上）

啓発・普及

啓発・普及活動 51

活動項目

増進活動

景観形成・
生活環境保全 植栽等の景観形成活動 45

その他（景観形成・生活環境保全） 47

（多面的機能の増進を図る活動）

（農村環境保全活動）

水田貯留機能
増進・
地下水かん養

 水田の地下水かん養機能向上活動、水源かん養林の保全 49

37

実践活動 生態系保全

その他（生態系保全） 41

水質保全

畑からの土砂流出対策 43

その他（水質保全） 44

活動項目

名称変更

http://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai/n_youshiki/youshiki.html

